
証券コード9647
2020年２月10日

株 主 各 位
東京都渋谷区笹塚１丁目62番11号
株式会社協和コンサルタンツ
代表取締役社長 山 本 満

　
第59回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2020年２月26日（水曜日）午後５時30分までに到着するよう折り返しご
送付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

　

1. 日 時 2020年２月27日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 投資育成ビル

（東京中小企業投資育成株式会社）８階会議室
［詳しくは最終頁ご案内図をご参照ください。］

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第59期（自2018年12月１日 至2019年11月30日）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第59期（自2018年12月１日 至2019年11月30日）
計算書類報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役９名選任の件
　第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎ 事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト(https://www.kyowa-c.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告
（自 2018年12月１日）至 2019年11月30日

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、長期化する米中間の貿易摩擦や緊張の高まる中東
地域の地政学リスクなどが世界経済に与える影響について懸念される中、消費増税や気候変
動の影響と相まって企業の景況感が一部停滞しました。しかしながら、生産性向上や人手不
足の補完を目的とした企業の設備投資ニーズが引き続き強いことを背景に概ね横ばいで推移
いたしました。
一方、建設コンサルタント業界は、10月上旬に発生した台風19号による記録的な大雨が
河川の氾濫や堤防の決壊を生じさせるなど、自然災害が多発・激甚化しているため、国土強
靭化関連の引き続き高い需要がありました。また、国土交通省は、令和２年度の概算予算要
求時において、防災・減災、国土強靭化のための３ヵ年緊急対策の集中実施、東京オリンピ
ック・パラリンピック後の経済の好循環の維持拡大、豊かで暮らしやすい地方の実現の３点
を掲げ、前年比19％増となる公共事業費の予算要求を行っていることから、今後も引き続
き良好な市場環境が持続するものと予想されます。
このような状況下、当社グループは、営業面においては益々高まる公的需要を確実に取り
込むための戦略的提案営業の強化に努め、生産面においては技術者の高齢化や人手不足の課
題解決に向けた積極的な人的投資を行いつつ生産性の向上に努めるなどして、主力事業の建
設コンサルタント事業のほか子会社の情報処理事業と併せ、前年比で受注増と増収増益を達
成いたしました。
なお、再生可能エネルギー関連の取り組みにつきましては、提案営業に並行して当期第３
四半期連結会計期間同様、当社製品である小水力発電機本体の製造コスト見直しと、学産官
連携で実施する小水力発電機の農業用ハウス利用プロジェクトのフォローアップ活動を実施
いたしました。
この結果、当連結会計年度の業績は、受注高7,144百万円（前年同期比9.1％増）、売上高
6,455百万円（前年同期比9.1％増）、経常利益245百万円（前年同期比15.5％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益118百万円（前年同期比9.9％増）となりました。
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セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

（建設コンサルタント事業）
主力事業であります建設コンサルタント事業は、受注高5,708百万円（前年同期比8.7％
増）、売上高5,010百万円（前年同期比6.0％増）、営業利益332百万円（前年同期比2.1％
増）となりました。
（情報処理事業）
情報処理事業は、受注高1,432百万円（前年同期比10.7％増）、売上高1,440百万円（前
年同期比21.6％増）、営業利益50百万円（前年同期比195.4％増）となりました。
（不動産賃貸・管理事業）
不動産賃貸・管理事業は、当社子会社が主に連結グループ内企業に対してサービスを提供
している事業で、受注高3百万円（前年同期比4.7％増）、売上高3百万円（前年同期比4.7％
増）、営業利益33百万円（前年同期比2.3％増）となりました。
（注）上記セグメント別の売上高は、外部顧客に対する売上高のみを表示しております。

セグメント別の営業利益は、外部顧客に対する額に加え、セグメント間の額を含めて表示し
ております。

（2）設備投資等及び資金調達の状況
　 特に記載すべき事項はありません。
　
（3）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　 特に記載すべき事項はありません。
　
（4）事業の譲受けの状況
　 特に記載すべき事項はありません。
　
（5）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

特に記載すべき事項はありません。
　
（6）他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　 特に記載すべき事項はありません。
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（7）財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第56期
2016年11月期

第57期
2017年11月期

第58期
2018年11月期

第59期
（当連結会計年度）
2019年11月期

受 注 高（百万円） 5,857 6,088 6,547 7,144
売 上 高（百万円） 5,509 5,778 5,917 6,455
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 25 184 107 118
１株当たり当期純利益（円） 43.11 315.80 184.55 202.79
総 資 産（百万円） 6,170 6,227 6,029 6,561
純 資 産（百万円） 1,774 1,953 2,032 2,152
　

②当社の財産及び損益の状況の推移
区 分 第56期

2016年11月期
第57期

2017年11月期
第58期

2018年11月期
第59期（当期）
2019年11月期

受 注 高（百万円） 4,636 4,862 5,250 5,708
売 上 高（百万円） 4,154 4,546 4,729 5,010
当 期 純 利 益（百万円） 12 161 76 78
１株当たり当期純利益（円） 21.03 276.60 130.00 133.86
総 資 産（百万円） 5,507 5,552 5,343 5,850
純 資 産（百万円） 1,399 1,549 1,600 1,658
(注）2017年6月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しております。第56期の期首に当
該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益金額を算出しております。

― 4 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（8）対処すべき課題
当社グループは、これらの高まる需要を確実に取り込み、安定した経営基盤を確固たるもの
とするとともに、社会インフラ整備の一翼を担う企業として、災害時に機動的かつ能動的に
その使命を全うする体制づくりが必要であると認識しております。加えて、今後ますます複
雑・多様化する社会環境の変化に備えることも重要であると考えております。
　つきましては、当社グループは、次の５点を新たな対処すべき課題として掲げ、全社一丸
となって中長期的な業績向上を目指すことといたします。

①（人材育成） 技術継承と技術力・組織力を向上し、品質向上を実現
②（生産性向上）ICTの積極活用などにより収益性を高め、企業価値の向上と将来にわたる

安定経営を実現
③（組織改革） 意思決定を迅速化し、事業環境の変化に即応できる組織を実現
④（新規事業） 再生可能エネルギーを含む周辺事業領域の開拓を加速し、新たな柱となる
　 事業を実現
⑤（働き方改革）魅力的な職場環境の構築により企業イメージを向上し、人手不足の解消を
　 実現

― 5 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（9) 重要な親会社及び子会社の状況
　 ① 重要な親会社の状況
　 当社は親会社を有していないため、記載すべき事項はありません。
　
　 ② 重要な子会社の状況（連結子会社）

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ケ ー イ ー シ ー 商 事 30,000千円 100.00％ 不動産賃貸・管理事業

株式会社ケーイーシー・インターナショナル 99,000千円 100.00％ 建設コンサルタント事業

株 式 会 社 ケ ー ・ デ ー ・ シ ー 70,000千円 53.59％
（0.50％） 情報処理事業

（注） 議決権比率欄の（ ）内は、間接所有割合（内数）であります。
　
（10）主要な事業内容（2019年11月30日現在）
　当社グループは、当社及び子会社３社により構成されており、建設コンサルタント事業
（都市、港湾、空港等、建設事業全般における事業計画、企画、設計、測量、調査、施工計
画、管理）を主要事業としているほか、情報処理事業及び不動産賃貸・管理事業を営んでお
ります。
　事業内容と当社及び子会社の当該事業にかかる位置付け並びに事業の種類別セグメントの
関連は、次のとおりです。

区 分 主 要 業 務 主 要 な 会 社

建設コンサルタント事業
国内 国内における調査・設計及び施工管

理業務等
当社
（株）ケーイーシー・インターナ
ショナル

海外 国外における調査・設計及び施工管
理業務等

当社
（株）ケーイーシー・インターナ
ショナル

情報処理事業
情報処理サービス業務
人材派遣業務
情報処理機器の販売及びソフトウエ
アの開発・販売等

（株）ケー・デー・シー

不動産賃貸・管理事業 不動産賃貸、管理業務等 （株）ケーイーシー商事
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（11）主要な事業所等（2019年11月30日現在）
①当社
　 本 社 ：東京都渋谷区笹塚１丁目62番11号 KECビル
　 事業部 ：国際事業部（東京都渋谷区）

一級建築士事務所（東京都渋谷区）
　 支社等 ：東京支社（東京都渋谷区） 東北支社（宮城県仙台市）

九州支社（福岡県福岡市） 技術センター（福岡県糟屋郡志免町）
　 営業所等 ：関西支店（大阪府大阪市） 青森営業所（青森県青森市）

岩手営業所（岩手県盛岡市） 秋田営業所（秋田県秋田市）
山形営業所（山形県山形市） 福島営業所（福島県郡山市）
相馬営業所（福島県相馬市） 茨城営業所（茨城県龍ケ崎市）
関東営業所（埼玉県さいたま市） 千葉営業所（千葉県千葉市）
横浜営業所（神奈川県横浜市） 新潟営業所（新潟県長岡市）
山梨営業所（山梨県甲府市) 中部営業所（愛知県名古屋市）
滋賀営業所（滋賀県大津市） 兵庫営業所（兵庫県川西市）
京都営業所（京都府京都市） 中国営業所（広島県広島市）
山口営業所（山口県防府市） 四国営業所（高知県高知市）
北九州営業所（福岡県北九州市） 佐賀営業所（佐賀県佐賀市）
熊本営業所（熊本県熊本市） 大分営業所（大分県大分市）
鹿児島営業所（鹿児島県鹿児島市）沖縄営業所（沖縄県浦添市）

②株式会社ケー・デー・シー
　 本社 ：東京都港区虎ノ門4丁目2番12号 虎ノ門4丁目ＭＴビル2号館
　 支店 ：東日本支店（東京都港区）

中日本支店（大阪府大阪市）
西日本支店（福岡県福岡市）

③株式会社ケーイーシー商事
　 本社 ：東京都渋谷区笹塚１丁目62番11号 KECビル

④株式会社ケーイーシー・インターナショナル
　 本社 ：東京都渋谷区笹塚１丁目62番11号 KECビル
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（12）主要な借入先（2019年11月30日現在）
借 入 先 借 入 額

千円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 945,000
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300,000
株 式 会 社 り そ な 銀 行 300,000
株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 200,000
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 200,000
　
（13）従業員の状況（2019年11月30日現在）

当社グループの従業員の状況
従業員数（名） 前期末比増減（名）

189 2減
（注）従業員数は、臨時従業員を含んでおりません。

当社の従業員の状況
従業員数（名） 前期末比増減（名） 平均年齢（年） 平均勤続年数（年）

145 1減 43.06 12.21
（注）従業員数は、臨時従業員を含んでおりません。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発 行 可 能 株 式 総 数 普通株式 2,000,000株

（2）発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式 586,100株
（自己株式1,184株を含む）

（3）株 主 数 471名

（4）大株主（上位 10 名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
フ リ ー ジ ア ・ マ ク ロ ス 株 式 会 社 200 34.35
持 山 銀 次 郎 39 6.80
株 式 会 社 デ ジ タ ル ・ メ デ ィ ア 総 合 研 究 所 31 5.30
舌 間 久 芳 28 4.79
窪 津 義 弘 18 3.15
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 14 2.39
若 菜 正 明 10 1.81
諌 山 末 憲 8 1.49
山 本 満 8 1.44
天 野 道 子 8 1.40
（注） 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（2019年11月30日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 持 山 銀次郎
代 表 取 締 役 社 長 山 本 満 株式会社ケーイーシー商事代表取締役社長

株式会社ケーイーシー・インターナショナル
代表取締役社長

取 締 役 目 黒 清 和 専務執行役員統括本部長

取 締 役 中 村 裕 一 常務執行役員東京支社長
取 締 役 大 島 秀 二 公認会計士、税理士

メディキット株式会社社外監査役
取 締 役 佐々木 ベ ジ フリージア・マクロス株式会社取締役会長

技研ホールディングス株式会社代表取締役
技研興業株式会社取締役会長
夢見つけ隊株式会社代表取締役
株式会社ピコイ代表取締役
株式会社セキサク代表取締役
Daito Me Holdings Co.,Ｌtd董事長
フリージアホールディングス株式会社代表取
締役
株式会社ユタカフードパック代表取締役
ソレキア株式会社取締役

取 締 役 田 中 知 郷 株式会社シゲムラ建設代表取締役社長
常 勤 監 査 役 山 本 信 孝 株式会社ケーイーシー商事監査役

株式会社ケーイーシー・インターナショナル
監査役
株式会社ケー・デー・シー監査役

監 査 役 古 川 龍 一 弁護士

監 査 役 奥山 一寸法師 フリージア・マクロス株式会社代表取締役社
長
フリージアトレーディング株式会社代表取締
役社長
フリージア・オート技研株式会社代表取締役
Daito Me Holdings Co.,Ltd総経理
ソレキア株式会社監査役

（注）1. 取締役大島秀二氏、同佐々木ベジ氏及び同田中知郷氏は、社外取締役であります。大島秀二氏は東
京証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出
ております。

2. 監査役古川龍一氏及び同奥山一寸法師氏は、社外監査役であります。古川龍一氏は東京証券取引所

― 10 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



が定める一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出ております。
3. 代表取締役社長は、執行役員を兼務しております。
4. 当期中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
退任
監査役金村晃氏及び同矢可部一甫氏は、2019年２月27日開催の第58回定時株主総会終結の時をも
って任期満了により監査役を退任いたしました。

　 監査役大石豊氏は、2019年8月2日に逝去され退任いたしました。
就任
取締役佐々木ベジ氏、同田中知郷氏及び監査役山本信孝氏、同古川龍一氏、同奥山一寸法師氏は、
2019年２月27日開催の第58回定時株主総会で選任されました。
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（2）取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要

取 締 役 5名 98,175千円
監 査 役 5名 7,359千円
合 計 10名 105,534千円
（注）1. 上記支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額9,234千円（取締役8,775千円、
監査役459千円）を含んでおります。

3. 取締役の報酬限度額は、2001年２月27日開催の第40回定時株主総会において月額20百万円以内と
決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、1991年２月27日開催の第30回定時株主総会において月額３百万円以内と
決議いただいております。

　
（3）社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係

　社外取締役大島秀二氏が兼職しているメディキット株式会社と当社との間には、重要な
取引その他の関係はありません。
　社外取締役佐々木ベジ氏は、フリージア・マクロス株式会社の取締役会長を兼務してお
り、同社は当社の議決権の34.41％を所有する筆頭株主のその他の関係会社であります。
なお、同氏が兼職しているその他の法人等と当社との間には、重要な取引その他の関係は
ありません。
　社外取締役田中知郷氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な取引その他
の関係はありません。
　社外監査役古川龍一氏と当社との間には、重要な取引その他の関係はありません。
　社外監査役奥山一寸法師氏は、フリージア・マクロス株式会社の代表取締役社長を兼務
しており、同社は当社の議決権の34.41％を所有する筆頭株主のその他の関係会社であり
ます。なお、同氏が兼職しているその他の法人等と当社との間には、重要な取引その他の
関係はありません。
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　 ② 主な活動状況
　 取締役会等への出席状況及び発言状況
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取締役 大 島 秀 二
当事業年度開催の取締役会への出席率は100％で、主に公認会計士
としての専門的見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘・
意見を述べております。

取締役 佐々木 ベ ジ
当事業年度において、社外取締役就任後開催の取締役会への出席率
は33％で、主に経営者としての幅広い見識と豊富な経験から、当社
の経営上有益な指摘・意見を述べております。

取締役 田 中 知 郷
当事業年度において、社外取締役就任後開催の取締役会への出席率
は100％で、主に建設業界で培われた豊富な経験から、必要に応じ、
当社の経営上有益な指摘・意見を述べております。

監査役 大 石 豊
当事業年度において、2019年8月2日退任までに開催の取締役会へ
の出席率は75％、監査役会への出席率は86％で、主に公認会計士と
しての専門的見地から、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘・意
見を述べております。

監査役 古 川 龍 一
当事業年度において、社外監査役就任後開催の取締役会への出席率
は100％、監査役会への出席率は100％で、主に弁護士としての専
門的見地から、必要に応じ、当社の経営上有益な指摘・意見を述べ
ております。

監査役 奥山 一寸法師
当事業年度において、社外監査役就任後開催の取締役会への出席率
は78％、監査役会への出席率は50％で、主に経営者としての幅広い
見識と豊富な経験から、必要に応じ、当社の経営上有益な指摘・意
見を述べております。

　 ③ 責任限定契約の内容の概要
　当社定款において、社外取締役及び社外監査役の会社法第423条第１項の責任につい
て、善意であり重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を
定めており、社外取締役大島秀二氏、同佐々木ベジ氏、同田中知郷氏、社外監査役古川龍
一氏及び同奥山一寸法師氏との間で責任限定契約を締結しております。なお、社外監査役
大石豊氏との間におきましても、退任時まで責任限定契約を締結しておりました。

　 ④ 報酬等の額
社外役員 ４名 7,408千円
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4. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の氏名又は名称
　 EY新日本有限責任監査法人

（2）会計監査人に対する報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 21,000千円

（注）当社と会計監査人との監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、また実質的にも区分できませんので、上記報酬等の額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況等について、当社の
会計監査人と十分な協議を重ねたうえで、監査報酬が決定されたものであることを確認し、
会計監査人の報酬等の額について同意をしております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合に
は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨と解任の理由を報告いたします。
　なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数を勘案しまして、再任若しくは不再任の決定
を行います。
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5. 職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役及び使用人が、法令及び定款を遵守し、社会的責任並びに企業倫理の確
立に努めるため、「倫理・コンプライアンス規定」を維持し、同規定に定められた行動規
範に従い、社内研修等を通じて、コンプライアンス体制の維持、向上に努めております。
　子会社は、当社の「倫理・コンプライアンス規定」と同等の規定を制定することで、社
会的責任並びに企業倫理の確立に努めております。
　内部監査室は、「内部監査規定」に基づき、当社及び子会社の社内業務が法令及び定款
に合致して適切に実施されているかを定期的に監査しております。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は、「文書管理規定」その他社内規定に
定めるところに従って適切に保存し管理しております。また、必要に応じて、取締役、監
査役、会計監査人等が閲覧可能な状態を維持するとともに適時適切に規定の見直しを図っ
ております。

③ 損失の危機の管理に関する規定その他の体制
　当社は、事業活動全般に係る様々なリスク、または不測の事態が発生した場合の損害、
影響等を最小限にとどめるため、「リスク管理規定」に準じ、体制の整備と運用を図って
おります。
　子会社は、当社の「リスク管理規定」と同等の規定を制定することで、事業活動全般に
係る様々なリスク、または不測の事態が発生した場合の損害、影響等を最小限にとどめる
ための手段を講じております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、原則月１回開催の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、
経営上の重要事項について効率的で迅速な意思決定を行うとともに、各取締役の業務執行
状況を監督し、取締役の職務遂行の効率化を確保しております。
　また、取締役会のほか、取締役と執行役員の一部で構成される常務会を、原則月１回開
催し、取締役会が決定した基本方針に基づき、営業戦略、生産管理及び経営管理事項に関
する審議を行うとともに、取締役と執行役員で構成される執行役員会を原則月１回開催
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し、取締役会の方針に基づき、業務執行方針・計画等、事業部経営執行全般に関する諸問
題の報告・審議等を行い、迅速かつ的確で効率的な意思決定による職務執行を確保する体
制を維持しております。
⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、「関係会社管理規定」に従い、子会社及び関係会社に対し、その自主性を尊重
しつつ、透明性のある適切な経営管理に努めております。また、当社グループは関係会社
管理会議を原則月１回開催し、グループ経営の一体化を維持しております。
　内部監査室は、当社グループ各社に対しても、「内部監査規定」を準用して定期的に監
査を実施しております。
⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項
　監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、当社は、事前に監査役会
と十分な意見交換を行い、その意見を考慮して適切に対応しております。
⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに使用人に対

する指示の実効性の確保
　監査役の職務を補助すべき使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の
指揮命令下でのみ業務を遂行しております。なお、当該使用人の任命及び評価について
は、監査役の意見を尊重して決定しております。
⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　当社及び子会社の取締役または使用人は、当社グループに著しい影響を及ぼす事項、法
令違反等の不正行為、重大な不当行為、その他これに準ずる事実並びにその恐れのある事
実を知った場合、遅滞なく監査役に報告しております。また、内部監査室は、内部監査の
過程において検出された上記事項の監査結果を監査役に報告しております。報告を受けた
監査役は、監査役会の招集を要請し、その事実を遅滞なく報告しております。
⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の職務の執行

について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をし
たときは、当該監査役の職務の執行に必要であると認められた場合に限り、速やかに当該
費用または債務を処理しております。
⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会のほか、会社の各会議に出席できるものとします。また、代表取締
役及び会計監査人は監査役と定期的に意見交換を行っております。その他、取締役、会計
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監査人及び使用人は、監査役の監査の実効性を確保するため、全面的に協力しておりま
す。
⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の整備・運用及び
評価の基本方針を定め、財務報告に係る内部統制が有効に機能するための体制を構築し、
それらを適切に整備・運用しております。
⑫ 反社会的勢力の排除に向けた体制
　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固
とした姿勢で臨み、一切関係を持っておりません。
　また、不当要求等の問題が発生した場合には、警察及び関係機関や弁護士との連携を緊
密に行い対応にあたります。

（2）業務の適正を確保する体制の運用状況の概要
当社および当社グループ会社は、上記に記載した「業務の適正を確保するための体制」を整
備しており、その運用状況は以下のとおりであります。
① コンプライアンス
　当社および当社グループ会社のコンプライアンスは適正に維持されております。なお、
法令違反や不正行為等の未然防止を目的として運用しております内部通報システムへの通
報件数も0件でありました。
② リスク管理体制
　当社および当社グループ会社の事業環境におけるリスクの識別、分析、評価は網羅的に
実施されており、事業活動全般に係るリスクコントロール（リスクの受容、低減、移転、
回避）は適切になされております。
③ 取締役の職務の執行
　取締役は、取締役会のほか、取締役と執行役員の一部で構成される常務会および取締役
と執行役員で構成される執行役員会において適時適切な報告を受けることで、迅速かつ適
正な意思決定を行っております。また、取締役の職務の執行に関するトレーサビリティを
可能とするため、その内容は「文書管理規定」の定めに従い、適切に保存・管理されてお
ります。
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④ 監査役の職務の執行
　監査役は、内部監査室や会計監査人と密接に連携を図ることで内外の情報を取得し、取
締役会において常時第三者的立場で取締役の職務の執行に係る監視機能を果たしておりま
す。また、監査役の職務の執行に関するトレーサビリティを可能とするため、その内容は
「文書管理規定」の定めに従い、適切に保存・管理されております。
⑤ グループ会社管理
　定期的に開催される関係会社管理会議において、業績予実、役員会事案、リスク情報が
グループ各社役員に共有化されており、グループ経営の透明性が確保されております。
⑥ 財務報告の信頼性確保
　内部監査の結果、財務報告の信頼性に疑義の生じる不適合は検出されておりません。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告では、金額及び株式数については、表示単位未満の数値を切捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年11月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,042,777 流 動 負 債 3,898,720
現 金 及 び 預 金 2,558,194 業 務 未 払 金 380,858
受取手形・完成業務未収入金等 1,177,280 短 期 借 入 金 2,100,000
未 成 業 務 支 出 金 1,244,533 １年内返済予定の長期借入金 20,000
そ の 他 62,769 リ ー ス 債 務 36,563

未 払 金 203,428
未 払 法 人 税 等 77,791
未 成 業 務 受 入 金 773,420
受 注 損 失 引 当 金 2,231

固 定 資 産 1,519,128 そ の 他 304,427
有 形 固 定 資 産 748,330 固 定 負 債 510,911
建 物 及 び 構 築 物 150,540 長 期 借 入 金 25,000
土 地 526,435 リ ー ス 債 務 47,086
リ ー ス 資 産 48,093 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 155,719
そ の 他 23,260 退 職 給 付 に 係 る 負 債 279,916
無 形 固 定 資 産 173,249 そ の 他 3,188
借 地 権 91,594 負 債 合 計 4,409,631
ソ フ ト ウ エ ア 45,292 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 34,890 株 主 資 本 2,001,582
そ の 他 1,471 資 本 金 1,000,000
投 資 そ の 他 の 資 産 597,549 資 本 剰 余 金 250,000
投 資 有 価 証 券 27,531 利 益 剰 余 金 753,587
繰 延 税 金 資 産 142,062 自 己 株 式 △2,005
退 職 給 付 に 係 る 資 産 27,559 その他の包括利益累計額 7,468
保 険 積 立 金 332,858 その他有価証券評価差額金 6,567
長 期 未 収 入 金 38,040 退職給付に係る調整累計額 900
そ の 他 67,537 非支配株主持分 143,224
貸 倒 引 当 金 △38,040 純 資 産 合 計 2,152,274
資 産 合 計 6,561,906 負債及び純資産合計 6,561,906

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2018年12月１日）至 2019年11月30日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,455,268
売 上 原 価 4,897,559
売 上 総 利 益 1,557,708

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,286,346
営 業 利 益 271,362

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,090
受 取 家 賃 7,282
雑 収 入 4,308 12,681

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32,730
雑 支 出 5,582 38,312
経 常 利 益 245,730
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 245,730
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 116,389
法 人 税 等 調 整 額 △10,272 106,116
当 期 純 利 益 139,614
非支配株主に帰属する当期純利益 20,996
親会社株主に帰属する当期純利益 118,618

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 2018年12月１日）至 2019年11月30日

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,000,000 250,000 652,516 △2,005 1,900,511
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,547 △17,547
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 118,618 118,618

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当 期 変 動 額 合 計 101,070 101,070
当 期 末 残 高 1,000,000 250,000 753,587 △2,005 2,001,582

（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 8,796 △2,074 6,721 125,369 2,032,602
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,547
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益 118,618

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △2,228 2,975 746 17,854 18,601

当 期 変 動 額 合 計 △2,228 2,975 746 17,854 119,671
当 期 末 残 高 6,567 900 7,468 143,224 2,152,274
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
　1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……………………………３社
連結子会社…………………………………㈱ケーイーシー商事、㈱ケーイーシー・インターナショナル、

㈱ケー・デー・シー
　2. 持分法の適用に関する事項
　 持分法適用会社はありません。
　3. 連結子会社の事業年度に関する事項
　 連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
　4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

その他有価証券 時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの………移動平均法による原価法
② デ リ バ テ ィ ブ…………………時価法
③ た な 卸 資 産

未成業務支出金…………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却方法
① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
…………………定率法

なお、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

…………………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（３年）
における見込販売数量に基づく定額法を採用しております。

③ リ ー ス 資 産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

― 22 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 受 注 損 失 引 当 金…………………受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお
いて見込まれる未成業務の損失額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計
年度末要支給額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。
過去勤務費用につきましては、発生時の連結会計年度に一括費用処理しております。
数理計算上の差異につきましては、発生時の翌連結会計年度に一括費用処理しております。
なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
当連結会計年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を控除

した額を超過している退職給付制度については、退職給付に係る資産として投資その他の資産に計上して
おります。
（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法……………………特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………………金利スワップ
ヘッジ対象……………………借入金

③ ヘ ッ ジ 方 針……………………将来の金利変動によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取
引を導入しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法……………………基本的にヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同じであり、ヘッ
ジ開始時及びその後も継続して相場変動、またはキャッシュ・フ
ロー変動を相殺しているヘッジ取引につきましては、有効性の評
価を省略しております。それ以外のヘッジ取引につきましては、
ヘッジ取引開始時の予定キャッシュ・フローと判定時点までの実
績キャッシュ・フローの累計との差異を比較する方法によってお
ります。

（6）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

― 23 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（表示方法の変更）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計
年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の
区分に表示しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 610,719千円
2. 担保に供している資産 預 金 237,252千円

建 物 137,823千円
土 地 525,942千円
投 資 有 価 証 券 7,515千円
差 入 保 証 金 50,800千円
保 険 積 立 金 184,121千円
合 計 1,143,454千円

上記に対応する債務 短 期 借 入 金 1,700,000千円
長 期 借 入 金 45,000千円
(１年内返済予定長
期借入金を含む)

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末における発行済株式数 普通株式 586,100株
2. 当連結会計年度末における自己株式数 普通株式 1,184株
3. 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2019年
２月27日
定時株主総会

普通株式 17,547 30.00 2018年
11月30日

2019年
２月28日

4. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2020年
２月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 17,547 30.00 2019年
11月30日

2020年
２月28日
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（金融商品に関する注記）
1.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産とし、また、資金調達については銀行借り
入れによる間接金融のほか、社債の発行による直接金融により行っております。デリバティブ取引は、後
述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　売上債権である受取手形・完成業務未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されており、経営管理室を中
心に回収状況をモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による
回収懸念の早期把握や軽減を図っています。
　投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されております。四半期毎に時価や取引先企業の財政状態等
を把握する体制としております。
　仕入債務である業務未払金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金は、運転資金の調達を目的としたものであり、主として決算日後５年以内に返済期日を迎えるも
のです。営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されており、当社グループは、適時に資金計画を作
成・更新し、その資金計画に応じた適切な預金残高を維持することにより管理しています。長期借入金に
ついては、金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
　デリバティブ取引は借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ
取引であり、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価等につい
ては、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」４.（5）「重要なヘッジ会計
の方法」をご覧ください。
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2.金融商品の時価等に関する事項
2019年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 2,558,194 2,558,194 －
（2）受取手形・完成業務

未収入金等 1,177,280 1,177,280 －

（3）投資有価証券 27,531 27,531 －
資産計 3,763,006 3,763,006 －

（4）業務未払金 380,858 380,858 －
（5）短期借入金 2,100,000 2,100,000 －
（6）未成業務受入金 773,420 773,420 －
（7）長期借入金 45,000 45,007 7

負債計 3,299,278 3,299,285 7
　　 （注1）金融商品の時価の算定方法

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形・完成業務未収入金等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負債
（4）業務未払金、（5）短期借入金、（6）未成業務受入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
（7）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を借入期間に応じた利率により割り引いた現在価値によっ
ております。また、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利
スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積
られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
（注2）長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、一年内返済予定の長期借入金を含

めております。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,434円77銭
2. １株当たり当期純利益 202円79銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2019年11月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,519,991 流 動 負 債 3,735,534
現 金 及 び 預 金 2,264,179 業 務 未 払 金 405,708
受取手形・完成業務未収入金等 1,046,681 短 期 借 入 金 2,100,000
未 成 業 務 支 出 金 1,143,107 １年内返済予定長期借入金 20,000
前 払 費 用 33,442 リ ー ス 債 務 29,511
そ の 他 32,580 未 払 金 141,785

未 払 費 用 183,560
未 払 法 人 税 等 70,969
未 成 業 務 受 入 金 766,195

固 定 資 産 1,330,692 預 り 金 16,639
有 形 固 定 資 産 196,891 受 注 損 失 引 当 金 1,163
建 物 48,776 固 定 負 債 456,320
構 築 物 319 長 期 借 入 金 25,000
器 具 備 品 14,020 リ ー ス 債 務 44,667
土 地 94,868 退 職 給 付 引 当 金 261,704
リ ー ス 資 産 38,905 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 122,131
無 形 固 定 資 産 65,952 そ の 他 2,818
借 地 権 10,000 負 債 合 計 4,191,855
ソ フ ト ウ エ ア 22,682 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 33,270 株 主 資 本 1,652,261
投 資 そ の他の資産 1,067,848 資 本 金 1,000,000
投 資 有 価 証 券 27,531 資 本 剰 余 金 261,662
関 係 会 社 株 式 265,781 資 本 準 備 金 261,662
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 130,000 利 益 剰 余 金 392,604
繰 延 税 金 資 産 123,787 そ の 他 利 益 剰 余 金 392,604
前 払 年 金 費 用 28,247 別 途 積 立 金 150,000
差 入 保 証 金 213,187 繰 越 利 益 剰 余 金 242,604
保 険 積 立 金 279,064 自 己 株 式 △2,005
長 期 未 収 入 金 34,626 評価・換算差額等 6,567
そ の 他 250 その他有価証券評価差額金 6,567
貸 倒 引 当 金 △34,626 純 資 産 合 計 1,658,829
資 産 合 計 5,850,684 負債及び純資産合計 5,850,684

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自 2018年12月１日）至 2019年11月30日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,010,941
売 上 原 価 3,769,671
売 上 総 利 益 1,241,269

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,052,512
営 業 利 益 188,756

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,677
受 取 家 賃 7,282
雑 収 入 4,031 17,991

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32,468
雑 支 出 4,545 37,013
経 常 利 益 169,734
税 引 前 当 期 純 利 益 169,734
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 98,872
法 人 税 等 調 整 額 △7,432 91,439
当 期 純 利 益 78,295

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自 2018年12月１日）至 2019年11月30日

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他 利 益 剰 余 金
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,000,000 261,662 150,000 181,856
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,547
当 期 純 利 益 78,295
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )
当 期 変 動 額 合 計 60,748
当 期 末 残 高 1,000,000 261,662 150,000 242,604

（単位：千円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △2,005 1,591,513 8,796 1,600,309
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △17,547 △17,547
当 期 純 利 益 78,295 78,295
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △2,228 △2,228

当 期 変 動 額 合 計 60,748 △2,228 58,519
当 期 末 残 高 △2,005 1,652,261 6,567 1,658,829
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　1. 資産の評価基準及び評価方法
　（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式……………移動平均法による原価法
その他有価証券 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの……移動平均法による原価法

　（2） デリバティブの評価基準及び評価方法
……………時価法

　（3） たな卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 業 務 支 出 金……………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）
　
　2. 固定資産の減価償却方法
　（1）有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
………………定率法

なお、1998年４月１日以降に取得した建物及び2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお
ります。

　（2）無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　（3）リ ー ス 資 産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　（2）受 注 損 失 引 当 金………………受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において見込
まれる未成業務の損失額を計上しております。

（3）退 職 給 付 引 当 金………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産見込額に基づき計上しております。

退職給付見込額の
期間帰属方法

………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

過去勤務費用の
費用処理方法

………………過去勤務費用については、発生の事業年度に一括費用処理しておりま
す。

数理計算上の差異の
費用処理方法

………………数理計算上の差異については、発生の翌事業年度に一括費用処理して
おります。

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱が連結貸借対照表と異
なります。
　なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等
を控除した額を超過している退職給付制度については、前払年金費用として投資その他の資産に計上
しております。

　（4）役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要
支給額を計上しております。

　
　4. 重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法…………特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用し

ております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………金利スワップ
ヘッジ対象…………借入金

（3）ヘ ッ ジ 方 針…………将来の金利変動によるリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を
導入しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法…………基本的にヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同じであり、ヘッジ開
始時及びその後も継続して相場変動、またはキャッシュ・フロー変動
を相殺しているヘッジ取引につきましては、有効性の評価を省略して
おります。それ以外のヘッジ取引につきましては、ヘッジ取引開始時
の予定キャッシュ・フローと判定時点までの実績キャッシュ・フロー
の累計との差異を比較する方法によっております。

　
　5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分
に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 176,329千円
2. 関係会社に対する債権債務
関係会社に対する長期金銭債権 321,170千円
関係会社に対する短期金銭債務 58,010千円

3. 担保に供している資産 預 金 237,252千円
建 物 42,061千円
土 地 94,868千円
投 資 有 価 証 券 7,515千円
差 入 保 証 金 50,800千円
保 険 積 立 金 184,121千円
合 計 616,619千円

上記に対応する債務 短 期 借 入 金 1,700,000千円
長 期 借 入 金 45,000千円
(一年内返済予定
長期借入金を含
む)

　
（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との営業取引高 外 注 高 241,601千円

販売費及び一般管理費 40,724千円
2. 関係会社との営業取引以外の取引高 受 取 利 息 2,025千円

受 取 配 当 金 3,594千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式数 普 通 株 式 1,184株
　

（税効果会計に関する注記）
　 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　退職給付引当金 71,484千円
役員退職慰労引当金 37,396千円
　減損損失 2,035千円
　有価証券評価損 5,148千円
　未払費用 42,392千円
　その他有価証券評価差額金 △277千円
　その他 24,259千円
　 繰延税金資産小計 182,440千円
　評価性引当金 △58,653千円
　 繰延税金資産合計 123,787千円

　
（関連当事者との取引に関する注記）

種類 会社の
名称

議決権
の所有
割合
（％）

関連当事者
との関係 取引内容

取引金額
（千円）
（注3）

科目
期末残高
（千円）
（注3）

子会社 株式会社
ケー・デー・シー

直接
53.09

間接
0.50

業務委託
役員の兼任

業務委託
（注1） 49,351 業務未払金 8,152

子会社 株式会社
ケーイーシー商事

直接
100.00

不動産賃借
資金の貸付
役員の兼任

不動産賃借、管理
（注1） 62,017 － －
資金の返済 － 長期貸付金 130,000
利息の受取
（注2） 2,025 － －
保証金の差入 － 差入保証金 191,170

子会社
株式会社
ケーイーシー・
インターナショナル

直接
100.00

業務委託
役員の兼任

業務委託
（注1） 170,957 業務未払金 48,903

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 業務委託等については、他の取引事例と同様に当社の算定価格に基づき、個別交渉にて決定しており

ます。
（注２） 利息の受取につきましては市中相場を基に決定した条件によっております。
（注３） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,836円01銭
2. １株当たり当期純利益 133円86銭
　

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
２０２０年１月１７日

株式会社 協和コンサルタンツ
　取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 岡 昌 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社協和コンサルタンツの
２０１８年１２月１日から２０１９年１１月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社協和コンサルタンツ及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
　 以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
２０２０年１月１７日

株式会社 協和コンサルタンツ
　取 締 役 会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 岡 昌 樹 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社協和コンサルタ
ンツの２０１８年１２月１日から２０１９年１１月３０日までの第５９期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
　 以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2018年12月１日から2019年11月30日までの第59期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、業務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。
②取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　 2020年１月17日
　 株式会社協和コンサルタンツ 監査役会

常勤監査役 山 本 信 孝 ㊞
監査役（社外監査役） 古 川 龍 一 ㊞
監査役（社外監査役） 奥 山一寸法師 ㊞

　
以 上
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株主総会参考書類
　
　
議案及び参考事項

　
　第１号議案　剰余金の処分の件

　
　剰余金の処分につきましては以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　第59期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしま
して、以下のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

　 金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金30円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、17,547,480円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2020年2月28日といたしたいと存じます。
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　第２号議案　取締役９名選任の件
　
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（７名）の任期が満了となりますので、
取締役９名（うち社外取締役４名）の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

１ 持
も ち や ま
山　銀次郎

ぎんじろう

（1949年１月１日生）

1971年４月 当社入社
1988年２月 当社取締役
1991年10月 当社常務取締役東京支社長
1992年12月 当社専務取締役東京支社長
2001年３月 当社取締役兼専務執行役員営業本部長
2003年５月 当社代表取締役副社長
2005年12月 当社代表取締役副社長執行役員兼ＡＭ（ア

セット・マネジメント）事業部長
2006年12月 株式会社ＫＥＣ建築事務所代表取締役
2008年１月 当社代表取締役副社長執行役員管理本部長

兼ＡＭ（アセット・マネジメント）事業部
長

2008年２月 当社代表取締役社長執行役員
2015年２月 当社代表取締役会長（現任）

39,778株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

２ 山
や ま も と
本　 満

みつる

（1952年２月18日生）

1976年４月 当社入社
1994年12月 当社福岡支社長
1996年２月 当社取締役福岡支社長
1996年12月 当社常務取締役福岡支社長
2000年12月 当社専務取締役東京事業部長
2005年12月 当社取締役専務執行役員生産技術本部長兼

東京支社長
2008年１月 当社取締役副社長執行役員生産本部長兼生

産本部品質管理室長
2009年12月 当社代表取締役副社長執行役員生産本部長

兼生産本部品質管理室長
2012年12月 当社代表取締役副社長執行役員統括本部長
2015年２月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ケーイーシー商事代表取締役社長
株式会社ケーイーシー・インターナショナル代表取締役社
長

8,400株

３ 目
め ぐ ろ
黒　清

き よ か ず
和

（1955年２月27日生）

1974年５月 ジーアンドエス・エンジニアリング株式会
社入社

1987年１月 株式会社ケーイーシー東北入社
1992年12月 同社取締役営業部長
2002年12月 当社執行役員東北事業部副事業部長
2005年10月 当社執行役員九州事業部長代行
2005年12月 当社常務執行役員九州支社副支社長
2008年１月 当社常務執行役員東北支社長兼生産本部営

業管理室長
2008年２月 当社取締役常務執行役員東北支社長兼生産

本部営業管理室長
2011年１月 当社取締役専務執行役員東北支社長兼生産

本部営業管理室長
2011年12月 当社取締役専務執行役員東日本支社長
2015年12月 当社取締役専務執行役員統括本部長（現任）

7,300株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

４ 中
な か む ら
村　裕

ゆ う い ち
一

（1959年10月５日生）

1984年４月 当社入社
2000年６月 当社東京支社副支社長
2000年12月 当社東京事業部営業企画部長
2001年12月 当社東京事業部施設設計部長
2003年12月 当社企画開発室長
2004年12月 当社執行役員企画開発室長
2008年１月 当社常務執行役員東京第二支社長
2009年12月 当社常務執行役員九州支社長兼九州支社営

業統括部長
2010年２月 当社取締役常務執行役員九州支社長兼九州

支社営業統括部長
2011年12月 当社取締役常務執行役員西日本支社長
2015年12月 当社取締役常務執行役員東京支社長（現任）

5,900株

５ 大
お お し ま
島　秀

し ゅ う じ
二

（1949年12月27日生）

1982年10月 監査法人中央会計事務所入所
1985年３月 公認会計士登録
1987年10月 大島公認会計士事務所開設（現任）
1987年11月 税理士登録
1989年３月 中央新光監査法人退所
2008年２月 当社監査役
2016年２月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
メディキット株式会社社外監査役

―
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

６ 佐
さ さ き
々木　ベ

べ じ
ジ

（1955年９月26日生）

1990年６月 フリージアホーム株式会社（現 フリージ
アハウス株式会社）代表取締役

1991年12月 フリージア・マクロス株式会社代表取締役
社長

2001年６月 同社代表取締役会長
2008年７月 株式会社ピコイ代表取締役（現任）
2009年９月 フリージア・マクロス株式会社取締役会長

（現任）
2009年９月 夢みつけ隊株式会社代表取締役（現任）
2014年２月 Daito Me Holdings Co., Ltd. 董 事 長

（現任）
2014年11月 株式会社セキサク代表取締役（現任）
2015年６月 技研興業株式会社取締役会長（現任）
2016年５月 フリージアホールディングス株式会社代表

取締役（現任）
2017年３月 株式会社ユタカフードパック代表取締役

（現任）
2017年９月 ソレキア株式会社取締役（現任）
2018年１月 技研ホールディングス株式会社代表取締役

（現任）
2019年２月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
フリージア・マクロス株式会社取締役会長
株式会社ピコイ代表取締役
夢みつけ隊株式会社代表取締役
Daito Me Holdings Co., Ltd.董事長
株式会社セキサク代表取締役
技研興業株式会社取締役会長
フリージアホールディングス株式会社代表取締役
株式会社ユタカフードパック代表取締役
ソレキア株式会社取締役
技研ホールディングス株式会社代表取締役

―

― 46 ―

2020年01月28日 17時51分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当社の株式数

７
森
も り た
田　義

よ し や
也

（1962年11月16日生）
※

1987年４月 当社入社
1996年４月 当社東京支社コンサルタント９部部長
2004年12月 当社執行役員東京事業部第３技術統括部長
2005年12月 当社執行役員東京支社第１統括部長
2008年１月 当社執行役員東京第一支社営業統括部部長
2009年４月 当社執行役員東北支社副支社長
2011年12月 当社執行役員東日本支社副支社長兼東北支

店長
2012年12月 当社常務執行役員東日本支社副支社長
2015年12月 当社常務執行役員東北支社長（現任）

3,500株

８
西
にし
尾
お
　貢
みつぐ

（1963 年 2 月 1 日生）
※

2004年６月 技研興業株式会社入社
2012年４月 同社土木事業本部山梨営業所長
2015年４月 同社土木事業本部技術営業部担当部長
2017年６月 同社取締役土木事業本部工事部門長（現任）
2017年９月 ソレキア株式会社社外取締役（現任）
2019年６月 日動技研株式会社取締役（現任）
2019年８月 川崎建鉄株式会社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
技研興業株式会社取締役
ソレキア株式会社社外取締役
日動技研株式会社取締役
川崎建鉄株式会社取締役

―

９
河
かわ
野
の
　茂樹
しげ き

（1962年7月15日生）
※

1986年４月 技研興業株式会社入社
2004年４月 技研興業株式会社製品事業本部技術研究部

リーダー
2011年４月 技研興業株式会社土木事業本部営業部リー

ダー
2013年６月 同社土木事業本部技術営業部長
2015年６月 同社土木事業本部仙台営業所長
2017年６月 同社執行役員土木事業本部北日本支店長兼

仙台営業所長（現任）

（重要な兼職の状況）
技研興業株式会社執行役員

―
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（注） 1. ※は新任の取締役候補者であります。
　 2. 大島秀二、佐々木ベジ、西尾貢、河野茂樹の４氏は社外取締役候補者であります。
　 3. 社外取締役候補者と当社との間における特別の利害関係は、次のとおりであります。

①社外取締役候補者佐々木ベジ氏は、フリージア・マクロス株式会社の取締役会長を兼務しており、
同社は当社の議決権の34.41%を所有する筆頭株主のその他の関係会社であります。

　 ②社外取締役候補者西尾貢氏は、フリージア・マクロス株式会社が主要株主である筆頭株主のソレキ
ア株式会社の社外取締役を兼務しております。また、同氏は社外取締役候補者佐々木ベジ氏が代表
取締役である技研ホールディングス株式会社のグループ会社2社（技研興業株式会社、日動技研株式
会社）の取締役を兼務しております。
③社外取締役候補者河野茂樹氏は、社外取締役候補者佐々木ベジ氏が代表取締役である技研ホールディ
ングス株式会社のグループ会社（技研興業株式会社）の執行役員を兼務しております。
④その他の社外取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
4. 各候補者の有する当社の株式数は、2019年11月30日現在のものであります。
5. 社外取締役候補者大島秀二氏は、公認会計士・税理士として培われた豊富な経験・知識を当社経営
に活かしていただくため、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、2008年2月から2016
年2月まで当社社外監査役に、2016年2月から現在まで当社社外取締役に就任しており、当社社外
取締役の就任期間は、本総会終結の時をもって4年であります。

6. 社外取締役候補者佐々木ベジ、西尾貢の両氏につきましては、経営者としての幅広い見識と豊富な
経験を当社の経営に反映していただくため、選任をお願いするものであります。なお、佐々木ベジ
氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって1年となります。

7. 社外取締役候補者河野茂樹氏につきましては、土木・建築業界で培った豊富な経験と知識を当社の
経営に反映にしていただくため、選任をお願いするものであります。

8. 社外取締役候補者大島秀二氏については、東京証券取引所の定めに基づき独立役員として同取引所
に届け出ております。同氏が再び選任された場合は、引き続き独立役員として同取引所に届け出る
予定であります。

9. 当社は、取締役（業務執行取締役を除く。）との間で、損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を
締結できる旨を定款に定めております。上記社外取締役候補者が原案どおり選任されますと、西尾
貢、河野茂樹の両氏とは新たに、大島秀二、佐々木ベジの両氏とは継続して当社と会社法第432条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会
社法第452条第１項に定める最低責任限度額となります。
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　第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

2019年８月２日に逝去されました故監査役大石豊氏に対し、在任中の功労に報いるた
め、当社の定める一定の規準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、そ
の具体的金額、贈呈の時期及び方法は、監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

大
お お い し
石　 豊

ゆたか 2016年２月 当社社外監査役

2019年８月 逝去

以 上
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〈メ モ 欄〉
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至新宿

至六本木

至恵比寿

首都高速３号線渋谷線

東京メト
ロ銀座線

JR渋谷駅
新南口

明治通り

渋谷署

渋谷ヒカリエ渋谷
スクランブルスクエア

C2番出口
渋谷
 ストリーム

うどん
木屋

トランス
コスモス

東急
スティH

国道
246
号

ローソン

渋谷３丁目
　　歩道橋

〒

投資育成ビル

JR山手線

JR
埼京線

渋谷駅渋谷
マークシティ

セルリアン
タワー

至恵比寿

埼
京
線
ホ
ーム

第59回定時株主総会会場ご案内図
　
会 場 東京都渋谷区渋谷３丁目29番22号 投資育成ビル

（東京中小企業投資育成株式会社） ８階会議室

交 通 ＪＲ山手線・埼京線、東急東横線・田園都市線、京王井の頭線、
東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線の渋谷駅下車 徒歩約10分

渋谷駅 C2番出口より徒歩約６分
渋谷駅新南口（ＪＲ埼京線ホーム内）より恵比寿方面へ徒歩約２分
　

　
　 １階ロビーで入館証をお受け取りください。
　 ※会場は午前９時30分以前にご入館できません。
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